	付属証明書

	
	年    月    日

	
	（社名）

	
	印（社印を捺印）


（全項目をご記入の上、申込時に必ずご提出下さい。）

	１．申込商品について
	商品名：

	１）品質規格（該当規格を選定） ＊該当する箇所が複数ある場合は、別申込となります（例えば、JISA5209の

内装床タイルと外装床タイルは別申込となります）

	↓ 該当規格に○を記入下さい。
	（該当する箇所に○を付けて下さい。）

	
	JIS A 5209

セラミックタイル
	主な用途
	内装壁タイル ／ 内装壁モザイクタイル ／ 内装床タイル ／ 内装床モザイクタイル ／ 外装壁タイル ／ 外装壁モザイクタイル ／ 外装床タイル ／ 外装床モザイクタイル

	
	JIS R 1201

陶管
	1. 種類
	Ⅰ類 ／ Ⅱ類

	
	
	2. 形状
	直管 ／ 異形管

	
	JIS A 5210

建築用セラミック

メーソンリーユニット
	1. 外部形状
	基本形ユニット ／ 異形ユニット

	
	
	2. 寸法
	セラミックれんが ／ セラミックブロック

	
	
	3. 断面形状
	中実 ／ 穴あき ／ 空洞 ／ 横空洞 ／ 型枠状

	
	JIS A 5406

建築用コンクリート

ブロック
	1. 断面形状
	空洞ブロック ／ 型枠状ブロック

	
	
	2. 外部形状
	基本形ブロック ／ 異形ブロック

	
	JASS 7 M‐101

インターロッキング

ブロック
	区分
	普通インターロッキングブロック

透水性インターロッキングブロック

植生用インターロッキングブロック

視覚障害者誘導用インターロッキングブロック

保水用インターロッキングブロック

	
	ISO 13006  Ceramic Tile

	
	JIS R 1250  普通れんが

	
	JIS A 5212  ガラスブロック（中空）

	JIS A 5371「プレキャスト無筋コンクリート製品」Ⅰ類

	
	①暗きょ類
	無筋コンクリート管

	
	②舗装・境界ブロック類
	1.　平板
	普通平板 ／透水平板

	
	
	2.　境界ブロック


	片面歩車道境界ブロック／両面歩車道境界ブロック

地先境界ブロック

	
	
	3. インターロッキ

　　ングブロック
	普通ブロック／透水性ブロック／保水性ブロック

	
	③路面排水溝類
	L形側溝

	
	④ブロック式擁壁類
	積みブロック ／大型積みブロック 


	
	（該当する箇所に○を付けて下さい。）

	２）焼成・溶融の有無（原料の前処理段階を除く）
	常温成型品 ／ 焼成品・溶融品

	３）商品の開発に関する所在

※　他社開発製品の場合、申込承諾書の提出が必要です。
	自社開発製品 ／ 他社開発製品

	４）製品への特殊加工
	なし ／ あり

	
	※ 特殊加工ありの場合の内容：

（                                        ）


	項目
	記入欄／添付資料　※該当する事項をチェックして下さい

	エコマーク表示（予定）の媒体について記載下さい。
※原則として製品、包装、取扱説明書、商品説明書（パンフレットなど）等にエコマークを表示すること
	表示媒体：□製品　／ □包装　／□取扱説明書
□商品説明書(カタログ・リーフレット)　／　□Web 

□その他【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】



	エコマーク表示予定設計図
エコマークの表示方法はエコマーク使用の手引を参照下さい。
	エコマーク表示予定設計図（書式自由・原稿）をご提出下さい。
□Aタイプを表示　／ □Bタイプを表示　／□A・B両タイプを表示

	エコマークを表示しない（予定）場合はその理由を右欄に記載下さい。
	【表示無しの理由】

	


２．認定基準に関する事項

	4－1.（1）（2）再生材料配合率
	該当する箇所に

○を付けて下さい
	添付証明書
	添付証明書

の発行者

	再生材料（別表1の分類）　前処理
	適合する／しない
	・原料証明書（記入表１）

・前処理証明書（スラグなどの場合）

・建設汚泥の場合：受入条件等の説明
	原料供給

事業者

	
	
	製品重量証明書（記入表2）
	申込者又は製造事業者


（※）再生原料が複数種で、かつ別表1の「基準配合率」区分をまたがる場合は、以下の算式による比例配合を満たすことが必要です。

	製品中の配合割合
	「基準配合率」区分（例：焼成品・溶融品）
	　判定式

	例：陶磁器屑　　A％
    下水道汚泥  B％
	50％以上
40％以上
	A／50  +  B／40  ≧ 1


	4－1.（3）環境法規
	該当する箇所に

○を付けて下さい
	添付証明書
	添付証明書

の発行者

	大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、有害物質の排出などについて、関連する環境法規および公害防止協定などを遵守していること。
	適合する／しない
	証明書（記入表3）
	製造工場

工場長


	4－1.（4）CO2排出量
	該当する箇所に

○を付けて下さい
	添付証明書
	添付証明書

の発行者

	CO2 排出量
	従来品と同等
／従来品より多い
／常温成型品
	再生材料を使用しない製品の焼成または溶融工程と、申込製品の焼成または溶融工程のCO2排出量の数値を比較する証明書（エネルギ消費量でも可）

※ 常温成型品の場合は必要なし
	申込者


	4－1．（5）有害物質の溶出
	該当する箇所に

○を付けて下さい
	添付証明書
	添付証明書

の発行者

	有害物質の溶出
	適合する ／ しない
	第三者試験機関による土壌汚染対策施行規則（環境省令第29号）に適合していることの溶出試験結果。溶融処理をした再生材料を用いる場合は、カドミウム、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、セレン、ホウ素、フッ素の溶出試験結果 （★）
	第三者

機関


	4－1．（6）有害物質の含有
	該当する箇所に

○を付けて下さい
	添付証明書
	添付証明書

の発行者

	有害物質の含有
	適合する ／ しない
	第三者試験機関による土壌汚染対策施行規則（環境省令第29号）に適合していることの含有試験結果。溶融処理をした再生材料を用いる場合は、カドミウム、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、セレン、ホウ素、フッ素の含有試験結果 （★）
	第三者

機関


	4－1.（7）リサイクル
	該当する箇所に

○を付けて下さい
	添付証明書
	添付証明書

の発行者

	使用後のリサイクル可能性
	適合する ／ しない
	根拠を示した製造者の証明書
	申込者


	4－1.（8）

アルカリ骨材反応抑制対策
	該当する箇所に

○を付けて下さい
	添付証明書
	添付証明書

の発行者

	ガラス・コンクリート混和製品
	該当 ／ 非該当
	「該当」の場合、以下記入のこと
	本書に

記載

	処理
	焼成／

コーティングなどの

無害化処理／

無焼成品
	・「コーティングなどの無害化処理」の場合、処理内容を説明した証明書

・「無焼成品」の場合、以下記入のこと
	申込者

	アルカリ骨材反応抑制対策の

実施
	実施あり ／ 実施なし
	JIS A 1145（化学法）、JIS A 5308(モルタルバー法)またはJIS A 5308（レディミクストコンクリート付属書7，8）による無害化試験結果
	第三者機関あるいは申込者


	4－1.（9）エッジレス処理
	該当する箇所に

○を付けて下さい
	添付証明書
	添付証明書

の発行者

	ガラスカレットの使用
	使用あり／なし
	「使用あり」の場合、以下記入のこと
	本書に

記載

	製品の表面に

露出するガラスカレット
	あり／なし
	「あり」の場合、以下記入のこと
	本書に

記載

	エッジレス処理（溶融化、角とり）
	処理した／していない
	エッジレス処理方法に関する説明書
	申込者


	4－1.（10）製品の包装
	添付証明書
	添付証明書

の発行者

	リサイクル・環境負荷の低減
	包装材の材質：

包装方法　　：

ハロゲンを含むポリマおよび有機ハロゲン化合物の添加の有無

　　添加あり／添加なし
	本書に

記載


	4－1.（11）情報の表示
	添付証明書
	添付証明書

の発行者

	製品の取扱いおよび

保管上の注意
	該当製品の取扱いおよび保管上の注意に関する取扱い説明書、製品ラベルまたはパンフレット（いずれか一つ）


	申込者


	4－1.（12）抗菌剤
	添付証明書
	添付証明書

の発行者

	抗菌剤の使用
	使用あり／なし
	「使用あり」の場合、SIAA等の認証を受けていることの書類
	申込者


	 4－2.（1）製品の品質
	該当する箇所に

○を付けて下さい
	添付証明書
	添付証明書

の発行者

	該当法規、規格などを満たすこと
品質管理が十分なされていること
	適合する／しない
	JIS試験結果などの証明書の写し

JISなどの試験結果
	第三者機関

あるいは

申込者


記入表109‐1
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

原料供給証明書

	【発行担当者】

	発行日：平成
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	　　印

（社印を捺印）

	* 発行者は原料供給事業者（回収）

	


	住所：

	部署：
	役職：

	氏名：

	TEL：
	FAX:

	E-mail：


以下の内容の再生材料を（エコマーク商品製造者名）に供給することを証明致します。
該当する項目にチェックをし、必要事項を具体的に記載して下さい。
	□
	プレコンシューマ材料（製品を製造する工程の廃棄ルートから発生する材料又は不良品※）

	① 材料名
	
	例： プラスチック（ＰＥ）

	② 発生場所、発生内容など
	
	例：包装フィルム製造工場で発生する不良品、ロス品

	③ 再生工程の説明
	
	②で発生した材料の具体的な再生処理方法


※ 申込製品の製造工程における工場で発生した材料は除く。

	□
	ポストコンシューマ材料（製品として使用された後に廃棄された材料または製品）

	①　材料名
	
	例： ガラスカレット

	②　発生内容、回収方法など
	
	例　家庭で使用されたガラスびんを自治体で回収したガラスびん

	③ 再生工程の説明
	
	②で発生した材料の具体的な再生処理方法


	□
	その他産業活動に伴い発生する再生材料（スラグ、汚泥など※）

	①　材料名
	
	例： 下水汚泥

溶融スラグ

	1  発生場所、発生内容など
	
	例：下水処理場で発生する汚泥を回収

	2  前処理方法、再生工程の説明
	
	②で発生した材料の具体的な前処理方法、再生行程


※鉄鋼スラグの場合は、鉄鋼スラグの製造元と販売元の両方が特定できるようご提示ください。

以上

記入表109‐2
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

製品重量証明書

	発行日：２００
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は申込者または製造事業者

　型式名　（　　　　　　　）　　　

　型式毎に提示して下さい。複数の型式について、使用材料の質量割合が同じ場合は、その旨

　提示して下さい。再生材料を使用している場合は、使用材料の記入欄に、そのことが

　分かるように記載して下さい。
	使用材料名

（鐵鋼スラグ、石膏、セメント、他）
※種類ごとに記載して下さい
	再生材料の分類区分
※別表1の区分を記載して下さい
	製品全体における重量割合（％）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	全製品重量中の再生材料の合計重量割合（最低保障値）
	　　　　　％

	

	ガラス等再生軽量骨材の場合：再生軽量骨材の単位容積質量
	　　　　g/cm3

	　計算式：

（1.7／再生軽量骨材の単位容積重量×再生軽量骨材の重量％）
	

	

	上記再生材料およびその他材料の重量割合の管理方法
	該当する項目にチェック・記載して下さい。

□処方書・配合日報等で配合割合を管理している。

　記録文書の名称：（　　　　　　　　　　　）　例　処方書

　帳票の管理者：（　　　　　　　　　　　　）　例　成型課長

□その他の方法で管理

　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


以上

　記入表109‐3
(公財)日本環境協会　エコマーク事務局　御中
環境法規等順守証明書
	発行日：　　　　　　２０
	
	年
	
	月
	
	日

	(会社名)

(工場名)

(責任者名)役職名　　　　　　氏名
	印

(社印を捺印)

	工場住所：

	TEL　　：


　　　


　　　* 責任者名は最終製品を製造する工場長（もしくは相当する工場の責任者）

* 本証明書の発行日は、エコマークへの申込日より直近3ヶ月以内有効
下記の事項に適合していることを証明します。

記

１．申込商品の製造にあたり、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、有害物質の排出などについて、以下の関連する環境法規および公害防止協定など（以下「環境法規等」という）を順守していることを証明します。

　　（以下の該当する□をチェック、記入の上、ご提出下さい。　別紙一覧提出可）
	工場に関連する環境法規等の名称
	備考

	□ 大気汚染防止法
	

	□ 水質汚濁防止法
	

	□ 騒音規制法
	

	□ 振動規制法
	

	□ 悪臭防止法
	

	□ その他：
	


※ “その他”には工場が該当する法律名、立地する地域の条例や協定が存在する場合にはその名称を記載すること（例：○○県○○環境保全条例、○○市公害防止協定）

２．本証明書の発行日より以前の環境法規等の順守状況は以下の通りであることを証明します。

　　　（該当する□をチェックし、ご提出下さい。また、違反とは、行政処分、または行政指導などを指します。）

　　□　過去5年間、関連する環境法規等の違反はありません。

□　創業（　　　　年）以来、関連する環境法規等の違反はありません。

　　□　過去5年間に関連する環境法規等に違反があり、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守しています。

※行政処分、または行政指導などの違反があった場合には、以下a.b.の書類の提出が必要です。
	a.違反事実について、行政機関などからの指導文書(改善命令、注意なども含む)、およびそれらに対する回答書(原因、是正結果などを含む)の写し(一連のやりとりがわかるもの)

	b.環境法規等の順守に関する管理体制についての次の1)～5)の資料(記録文書の写し等)

1)工場が立地している地域に関係する環境法規等の一覧

2)実施体制(組織図に役割等を記したもの)

3)記録文書の保管について定めたもの

4)再発防止策(今後の予防策)

5)再発防止策に基づく実施状況(順守状況として立入検査等のチェック結果)


　　□　過去に環境法規等に違反があり、まだ改善等がはかられていません。
　　　　以上
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